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Ⅴ-2-1-2 基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要 
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地盤，水理，地震，社会環境等の状況に関する説明書 3.2.6.3基準地震動」における基準地震

動Ｓ１の応答スペクトルをおおむね下回らないよう配慮した値とする。 

また，建物・構築物及び機器・配管系ともに0.5を採用することで，弾性設計用地震動Ｓｄ

に対する設計に一貫性をとる。なお，弾性設計用地震動Ｓｄの年超過確率は，10－３から10－５

程度である。弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルを第8－1図に，弾性設計用地震動Ｓｄの

時刻歴波形を第8－2図～第8－4図に，弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓ１の比較を第8－5

図に，弾性設計用地震動Ｓｄと解放基盤表面における地震動の一様ハザードスペクトルの比較

を第8－6図に示す。 

 

8.2 安全機能限界と弾性限界に対する入力荷重の比率について 

安全機能限界に対応する入力荷重と弾性限界に対応する入力荷重の比率としてのαは，日本

電気協会(５７)を参照して評価する。日本電気協会(５７)には，鉄筋コンクリート造壁式構造の建

屋を2質点系の簡易なＳＲモデルに置換し，入力地震動を100galずつ順次増加して非線形地震

応答解析を行って求められたせん断ひずみと層せん断力係数の関係を示した図があり，この図

に許容限界①および許容限界②を加筆したものを第8－7図に示す。ここで，許容限界②は，建

屋はある程度の損傷を受けるがその程度は小さく，終局に対して余裕のある基準地震動ＳＳの

許容限界（せん断ひずみ度で2.0×10－３）を示しており，許容限界①は許容限界②の入力加速

度を1／2倍とした場合の応答値を示している。 

許容限界①の応答値は短期許容応力度相当と考えられ，設置許可基準 別記2でいう弾性設計

用地震動Ｓｄに求められる「おおむね弾性範囲の設計」と考えられる。 

以上より，許容限界①を弾性限界，許容限界②を安全機能限界と捉えた場合，安全機能限界

に対応する入力荷重と弾性限界に対応する入力荷重の比率としてのαは0.5程度の値となる。 
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